（様式１－１）

令和　　年　　月　　日

一般財団法人　北海道開発協会

　　会　　長　町　野　和　夫　　様

（団体名称） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（団体所在地）〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
地域活性化活動助成申請書

地域活性化活動に関する助成を受けたいので、下記のとおり申請します。
記

	１ 地域活性化活動名
	

	２ 助成対象活動の概要
	

	３ 活動事業費
	（活動事業費総額）　　　　　　　　　　　万円

	
	（内、助成金要望額）　　　　　　　　　　万円

	４ 活動予定期間
	令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

	５ 他団体への助成申請状況
（申請中を含む）
	□あり

□なし
	助成団体名：

	
	
	事　業　名：

	６ 連絡責任者 
	 書類送付先

 住 　所 
	□自　宅

□勤務先
	〒



	
	
	
	(勤務先名)
	

	
	 氏　　名
	
	ふりがな
	

	
	 電 話 等
	TEL
	
	FAX
	

	
	 携帯番号
	

	
	 E-mail
	


令和　　年　　月　　日

一般財団法人　北海道開発協会

　　会　　長　町　野　和　夫　　様

（団体名称） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（団体所在地）〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
地域活性化活動助成申請書

地域活性化活動に関する助成を受けたいので、下記のとおり申請します。
記

	１ 地域活性化活動名
	○○○○○○○○○○○

	２ 助成対象活動の概要　　  
	① 当該欄には、助成金によって実施しようとする活動の概要に
ついて、簡明に記入してください。（350文字以内）
② 活動内容の詳細は、別途、様式１－５に記載して下さい。

	３ 活動事業費
	（活動事業費総額）　　　　　○○○　　　万円

	
	（内、助成金要望額）　　　　　○○　　　万円

	４ 活動予定期間
	令和〇〇年〇〇月〇〇日 ～ 令和〇〇年〇〇月〇〇日

	５ 他団体への助成申請状況※1
（申請中を含む）
	□あり

□なし
	助成団体名：○○○○○○○○○

	
	
	事　業　名：○○○○○○○活動

	６ 連絡責任者 ※2
	 書類送付先

 住 　所 ※1
	□自　宅

□勤務先
	〒○○○－○○○○

北海道○○市○○○区○○条○○丁目

	
	
	
	(勤務先名)
	○○○法人(会社)

○○○○○○○○○○

	
	 氏　　名
	○○　○○
	ふりがな
	○○○○　○○○○

	
	 電 話 等
	TEL
	000 - 000 - 0000
	FAX
	000 – 000 - 0000

	
	 携帯番号
	000 – 0000 - 0000

	
	 E-mail
	　@


※1　該当する箇所の□に レ点 を入れてください。

※2　連絡責任者は、「採否関係書類」の送付、また事務連絡先となるため必ず記入のこと。
※3　申請は、様式（様式1-1 ～ 1-7）すべてを作成し、募集要領の「６ 申請手続き」に記載する添付書類①,②(必須)、また③,④(任意)を添えて、提出して下さい。
１．団体の概要

	団体名称
	
	代表者名
	

	団体所在地
	〒



	電　　話
	
	ＦＡＸ
	E-MAIL

	Ｕ Ｒ Ｌ
	

	設立年月日
	

	会 員 数
	　名
	有償職員の有無
	□　有　，　　□　無

	年間の予算規模
	□ ～50万円， □ 50～100万円， □ 100～500万円， □ 500万円～

	

	 団体の主な事業及び目的

	

	これまでの主な事業・活動

	


２．代表者の略歴・主な活動履歴

	(ふりがな)
氏　名
	
	年齢
	
	生年月日
	

	申請団体における役職
	

	現在の職業
	

	職　　歴
	

	活動履歴
	

	その他、特筆すべきこと

（適宜）
	


３．活動団体の役員・事務局員名簿
	役 職 名
	(ふりがな)

氏　名
	住　　　　所
	所　　属

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※既存の名簿でも可
４．助成対象活動の詳細

・申請案件に関する活動の内容（背景・目的、必要性など）を含めて記述してください。
　・活動の内容で自治体の地方版総合戦略、または北海道総合開発計画とどのように関連
しているかを記述してください。

	《助成対象活動の詳細》


	《地方版総合戦略、または北海道総合開発計画との関連》



５．活動スケジュール
（文章、または図・表による提示可。）

	


６．活動に係わる収支予算書
〔収入予算概要〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	予　算　額
	内　　　　訳

	自己資金
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（助成金要望額）
	
	※助成金要望額は、当該活動に必要な経費で、かつ募集要領に定める限度額以内とする。

	合　　　　　計
	
	


〔支出予算概要〕（※支出予算概要には事業全体の予算を記載）　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	予　算　額
	内　　　　訳
（細目・数量・単価・金額）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　　計
	
	※ 活動事業費総額の合計


令和　　年　　月　　日

様

一般財団法人　北海道開発協会　　

会　　長　町　野　和　夫　 eq \o\ac(○,印)
助成決定通知書
貴団体より申請のあった地域活性化活動に対し、下記のとおり助成することを決定しましたので、通知します。

このことについて承諾し、助成金の交付を受ける場合は、別紙の承諾書（様式３）を速やかに提出してください。
記

	１ 地域活性化活動名
	

	２ 助　成　金　額
	万円

	３ その他（条件等）
	


＊　助成対象活動完了後は、遅滞なく別紙（様式４）の完了報告書を提出してください。

なお、完了報告書により助成対象活動の実態が確認できない場合には、助成金の返却が必要となります。
＊　助成金は残金がなきよう当該活動でお役立てください。残金が発生した場合は、担当者までご連絡のうえ、個別に対応をご案内いたします。

＊　助成期間中、活動状況に関するアンケートを行いますので、必ず提出いただきます。

＊　助成対象活動の完了後は、当協会が主催する「地域活性化活動発表会」において、活動内容の報告をお願いします。また、別途、当協会の広報誌「開発こうほう」に掲載する「活動報告レポート」の寄稿にご協力を頂きます。
承　　諾　　書

令和　　年　　月　　日

一般財団法人　北海道開発協会

　　会　　長　町　野　和　夫　　様

（団体名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（団体所在地）〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和　年　月　日付けの助成決定通知書の内容を承諾し、今後は、地域活性化活動助成募集要領および申請書等に従って誠実に活動を実施します。

ついては、助成金の交付にあたり、下記のとおり振込先をお知らせします。
記

○助成金振込み金融機関
	金融機関名※１
	

	支　店　名
	

	(フリガナ)
	

	口座名義名
	

	預金種目
何れにか○
	１ 普　通
２ 当　座
	口座番号
	


※1　振込先を「ゆうちょ銀行」に指定される場合は、『振込用の店名・貯金種目・口座番号（7桁）』が別途必要です。必ずお確かめのうえ記入してください。

辞　　退　　届
令和　　年　　月　　日

一般財団法人　北海道開発協会

　　会　　長　町　野　和　夫　　様

令和　年　月　日付けの助成決定通知書の内容において、当該活動への実施が困難であると判断し、助成決定を辞退致します。
（団体名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
令和　　年　　月　　日

一般財団法人　北海道開発協会

　　会　　長　町　野　和　夫　　様

（団体名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（団体所在地）〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
地域活性化活動完了報告書

令和　　年　　月　　日付けで助成決定されました地域活性化活動を完了しましたので、下記のとおり報告します。
記

	１ 地域活性化活動名
	

	２ 活動完了年月日
	　令和　　年　　月　　日


（添付書類）
（１）活動成果報告書（概略）

※　成果報告書の作成にあたっては、報告内容に『今後の展望』を含め、作成して下さい。
（２）活動事業に係る収支決算書

（３）その他（活動の状況が分かる写真、パンフレット等）
※助成金によりチラシ、パンフレット等を作成した場合は必ず報告書に添付すること。
レ





レ








※　個人情報は、当財団にて適切に管理し、本目的以外での利用は致しません。

